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休息時間、休憩時間の見直しについて（提案） 
 ８月８日、第２５回（小委員会）交渉において、休息時間、休憩時間の見直しに

ついて総務部長より提案がされました。 

 これは、現在、勤務時間４時間毎に１５分ずつ取得している休息時間を廃止とし、

併せて休憩時間を現行の４５分から６０分に延長するとのものです。このことによ

り勤務の拘束時間が１５分延びることとなり、B 勤の退庁時間は１６時４０分とな

ります。 

 当局は提案理由として、国、都などの動向や、もともと労基法では休息時間を定

めていないこと、勤務時間を１５分延長することに伴っての区民サービスの向上な

どを挙げています。 

↓提案文書 
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               休息時間・休憩時間の見直しについて（提案） 

 

 

１ 提案内容 

 (1) 休息時間を廃止する。 

  (2) 休憩時間は、60 分とする。そのため、勤務時間を 15 分延長する。 

 (3) 育児、介護等の事情のある職員の休憩時間は、特例的に 45 分を可能とする。

 

２ 提案理由 

(1) 休息時間は、労基法に基づくものではなく、国家公務員に倣って制度化さ

れたものであり、国の見直しに準じ、早期の廃止が必要であるため。 

  (2) 職員が十分な昼食や休憩をとり、公務能率の向上に期するため、休憩時間

は基本的に、60 分を確保すべきと考えられるため。 

 

３ 実施時期 

  平成 20 年 4 月 1 日から実施する。 

 

当日の主なやりとり 

● 当局の主張 

・ 昨年、国家公務員の休息時間が廃止、６０分の休憩を基本とする見直しを行っ

た。また、都においても来年１月からの見直しで決着した。 

・ 勤務時間が１５分延長となることから、窓口開設時間がその分延長され、区民

サービスの向上に繋がる。 

・ そもそも休息時間は労働基準法に定められていない。 

・ 休憩時間を６０分とすることにより、職員が十分な昼食や休憩をとり、公務能

率の向上に期するため。 

● 支部の主張 

・ 勤務の拘束時間を１５分延長することは、昨今の勤務時間短縮の流れに逆行し

た事実の勤務時間の延長である。 

・ 労働基準法はあくまでも“最低基準”であって、これより良い労働条件を設け

ることを禁ずるものではない。 

・ 都における１日の労働時間の平均は７時間３３分との調査結果があり、休息時

間の廃止を提案するのであるならば、勤務時間の短縮を含む労働条件の改善に

向けた協議をまずすべき。 

・ 住民サービスの向上というが、労働者にとっては労働時間の長時間化と時間外

賃金の減少という直接的な不利益が生じることとなる。 

休息時間の廃止、休憩時間の見直しは重要な労働条件の変更であり、

我々の勤務条件に大きく影響するものです。今後は、清掃職場の実態を踏

まえながら積極的に協議を重ね、４５分休憩の確保、拘束時間の現状維持

を勝ち取るため全力で闘いを進めていきます。 


